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は
じ
め
に

近年、パソコンやインターネットをはじめとす

るデジタル技術の急速な発達により、私たちの暮

らしはとても便利になりました。特にスマートフォ

ンの普及はデジタルをより身近なものにし、デジ

タル技術を前提としたサービスも、日々世界中で

誕生しています。今やデジタルなくしては私たち

の生活は考えられないほど、多くの方にとって欠

かせないものとなっています。

一方で、少子高齢化や人口減少の影響を受け、労

働生産力の低下や社会保障の負担増加といった社

会課題が顕著になり、今後さらに深刻化していく

ことが懸念されています。また、刻々と変化する

状況に対応しつつ、豊かな生活を維持し発展させ

ていくため、行政はこれまでのサービスや業務を

抜本的に見直し再構築する時期を迎えています。

デジタルトランスフォーメーション（DX）は、こ

うした背景から、新たな手段としてデジタルを取

り入れることで、限られた資源の中で効率良く課

題を解決していくことを目的とした、言わば革命

的な取組です。

人の頭では処理しきれないほどの膨大なデータの

解析や保管、正確な情報処理、遠隔でのコミュニケー

ションなど、デジタル技術は私たちにこれまでと

は異なる視点を与え、新たな価値を生み出す可能

性を秘めています。

このような流れの中、本市では、時代に沿った

先端の技術を効果的に導入し、着実にDXを推進す

るべく「座間市DX推進計画」を策定しました。市

民のDXとして【スマートで優しい行政サービス】、

職員のDXとして【働き方、人生を変える】、地域

のDXとして【「つなぐ」まちづくり】といった三つ

のビジョンを掲げ、誰一人取り残さない社会の実

現を目指します。

DXの取組を成功させるためには、市役所の職員

だけでなく、座間市で暮らす市民の皆さんや、座

間市に関わる全ての人が同じ方向を向いて進んで

いくことが不可欠であり、本計画がその道しるべ

となれば幸いです。

座間市長 佐藤 弥斗
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第 1 章

背景と目的

1 背景と目的  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 8

2 本計画の位置付け  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 9

3 DXとは  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 10

DXとは何か？なぜDXに取り組む必要があるのか？
今DXが求められている背景と、自治体がDXを推
進する意義及び目的を紹介します。



本計画は、第五次座間市総合計画にて掲げる目指すまちの姿を、DXの観点から実現していく

ための戦略・戦術であるとともに、官民データ活用推進基本法第９条３項によって指定される「市

町村官民データ活用推進計画」として、DX推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するた

めの方向性を示すものとします。

また、「デジタル・ガバメント実行計画」、「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）

推進計画」で示された重点取組事項を、本市で具体化するための戦略に相当するものとして位置

付けます。

本計画の位置付け

2

第五次座間市総合計画
ーざま未来プランー

座間市DX推進計画

各分野の
関連個別計画

各分野の
関連個別計画

各分野の
関連個別計画

各分野の
関連個別計画

整合

連携 連携 連携 連携
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近年、我が国は、社会の少子高齢化に伴い人口減少という危機に直面しています。令和 3 年

には出生数が約 84 万 3 千人と、6 年連続で過去最少を記録しており、1 人当たりの社会的負担

が増加するといった懸念が年々高まっています。

本市においても、総人口は、ほぼ横ばいで推移しているものの、年少人口、生産年齢人口が減

少しつつあり、その傾向はさらに加速するものと予想しています。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大を始めとする様々な社会情勢の変化、市民の働き方、

ライフスタイルの多様化等により、行政に求められる役割も複雑・多岐にわたるようになってき

ました。

こうした状況の中、様々な社会課題に対応するため、自治体においても、デジタルトランスフォー

メーション（DX）
1

の推進が強く求められるようになっています。

政府においては、「デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことが

でき、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」を目指し、

令和 2 年 12 月には「デジタル・ガバメント実行計画」及び「自治体DX推進計画」を、令和 3 年

7 月には「自治体DX推進手順書」が公表され、自治体が取り組む施策が提示されました。同年 9

月には「デジタル庁」が発足し、同年 12 月には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を発表

するなど、デジタル社会の構築に向けた取組を積極的に進めています。

こうした流れを受け、本市では、令和 3 年 8 月にDX推進担当部署を設置し、同年 10 月には

座間市DX推進本部を立ち上げるなど、大きな変革に向けた体制づくりを着実に進めてきました

が、今後、より強力かつ効果的にこの取組に注力すべく、「座間市DX推進計画」（以下「本計画」

という。）を策定することとしました。

昨今ではデジタル技術の導入が容易になり、専門的な知識がなくても、高度な処理を行うこと

ができるようになり、コンピューターの高い演算能力やインターネットの時間や空間の制約を克

服するといった特性を活かすことで、様々な課題を解決するための選択肢が劇的に増加しています。

本市では、デジタルを一つの手段と捉え、デジタル技術も活用しながら、市役所の在り方を今

一度見つめ直し、部分的な改善に留まらない「新たな価値」を生み出すことで、市民の皆さん一

人一人が、より幸せに、より快適に暮らせるまちとなれるよう、DXを推進していきます。

1　詳細は 10 ページ。

背景と目的
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DXとは、デジタルトランスフォーメーションの略であり、デジタル変革とも呼ばれています。

一般的にはデジタル技術による社会経済の変革を意味しておりますが、本計画では「デジタル技

術 “ も” 活用して、住民本位の行政・地域・社会等を再デザインするプロセス」と定義します。 

デジタル技術の活用というと、自治体・民間企業を問わず、経費削減、人員削減、作業効率化

といった、業務本位の ICT化
2

( 情報化 )の視点で検討されてしまいがちです。

しかし、DXの本質は、単にデジタルツールを導入して課題を解決するだけでなく、デジタル

の導入を一つの「きっかけ」として、ユーザー本位 ( 住民本位 )の視点から業務を再デザイン・

再構築といった「変革」をすることで、新しい業務のやり方や新しいサービスの提供等、これま

で存在しなかった「新しい価値」を創造していく点にあります。

また、本計画では、「デジタル化」を次のページに示す三つの分類で捉えた上で、ICT化は「業

務効率化のためのデジタルの利活用」、DX は「住民本位のデジタル技術の利活用」として、明確

に区別して扱います。

2　Information and Communication Technology の略称。情報技術 (IT) を有効に活用したコミュニケーションを重要視する。情報処 
理だけではなく、インターネットのような通信技術を利用した産業やサービスなどの総称。

DXとは

3

DX
デ
ジ
タ
ル
技
術
﹃
も
﹄活
用
し
て
︑ 

住
民
本
位
の
行
政
・
地
域
・
社
会
等
を 

再
デ
ザ
イ
ン
す
る
プ
ロ
セ
ス

行政サービスが
不便だと感じている市民

業務に追われている職員

「便利になった！」
「使いやすくなった！」

「時間ができて、
新しい政策立案ができた！」
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情報のデータ化
Digitization

業務の ICT化
Digitalization

デジタルによる価値創造
Digital Transformation

内容
アナログの情報をデジタ
ルの形式に変換する 
技術的過程

情報のデータ化を前提として
業務を ICT化する 
業務的過程

情報のデータ化、業務の ICT
化を前提に、住民本位の行
政、地域、社会を再構築する 
価値共創的過程

ミッション 
・ ビジョン
の 必要性

用語の
親和性

視点

視点

視点

イメージ

（行政）

マイナンバーカードに
よって、申請書類の記入
が省略できる。

マイナンバーカードを持って、
コンビニエンスストア等で自
動交付機を通じて住民票を取
得できる。

役所に訪れ、申請することなく
プッシュ型で必要な行政サー
ビスが必要としている人に提
供される。

イメージ

（教育）

教室での授業で、紙では
なく、デジタル教科書を
活用する。

教室型のオンライン授業を実
施し、全ての生徒が同じ課題
を電子データで提出する。

県外の学校に入学しなくて
も、世界最高かつ個別最適化
された高等教育を受けられ、
学習歴が記録される。

備考
一般的に「ICT化」「IT化 5」と捉えられる段階で、既存のア
ナログの業務を前提としている。

既存のアナログ業務や価値観
を前提としない。

高い低い

UI3・UX4 ・個別最適化業務効率化・省力化・コスト削減

住民本位業務本位

全体的・戦略的部分的・戦術的

経営業務

デジタル化の３分類

出典：菅原 直敏

3　User Interface の略称。サービスの「見やすさ」「使いやすさ」などの意味で用いられる。
4　User eXperience( ユーザーエクスペリエンス ) の略称。「利用体験」「利用者体験」などの意味で用いられる。広義には、製品やサー 

ビスを通して得られる、使いやすさ・感動・印象といった体験全てのこと。
5　アナログで作業していたことをデジタルに置き換えることで、効率性や信憑性の向上を図ること。
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第 2 章

総論

1 ロードマップ  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 13

2 推進体制  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 15

3 全体方針  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 16

4 サービスデザイン思考とは  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 18

5 PDCAサイクル・OODAループとは  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 19

本市では、総務省「自治体DX推進手順書【第 2.0 版】」に従い、次のとおりDXを推進します。

ロードマップ
1

• 自治体は、デジタル社会形成基本法の基本理念にのっとり、自主的な施策
を実施する責務を有する

• DXの実現に向け首長や幹部職員によるリーダーシップや強いコミットメン
ト 6 が重要

• 首長等から一般職員まで、DXの基礎的な共通理解の形成、実践意識の醸成
• 利用者中心の行政サービス改革を進める「サービスデザイン思考 7」の共有

• DX推進のビジョンと工程表で構成される「全体方針」を決定・広く共有
• 自治体DX推進の意義を参考にしつつ、地域の実情も踏まえて、本市のDX
推進のビジョンを描く

• デジタル化の進捗状況を確認し、本市のDXの取組内容、取組順序を大まか
な工程表にする

• 関連ガイドライン等を踏まえて、個別のDXの取組を計画的に実行　
「PDCA10」サイクルによる進捗管理

• 取組内容に応じて「OODA※」のフレームワークを活用した柔軟で速やかな
意思決定 
※「Observe(観察、情報収集 )、「Orient(状況、方向性判断 )」、「Decide(意思決定 )」、Act(行
動、実行 )」の頭文字をつないだ言葉で、意思決定プロセスを理論化したもの

• 全庁的・横断的な推進体制の構築。DXの司令塔として、DX推進担当部門
を設置し、各業務担当部門をはじめ各部門と緊密に連携する体制を構築

• 各部門の役割に見合ったデジタル人材が配置されるよう、人材育成・外部
人材の活用を図る

• 一般職員も含めて、所属や職位に応じて身につけるべきデジタル技術等の
知識、能力、経験等を設定した体系的な育成方針を持ち、人事運用上の取
組みや、OJT8・OFF-JT9 による研修を組み合わせて育成

• 十分な能力・スキルや経験を持つ職員の配置が困難な場合には、外部人材
の活用も検討

ステップ 0
DXの認識共有
・機運醸成

ステップ 1
全体方針の決定

ステップ 2
推進体制の整備

ステップ 3
DXの 

取組の実行

DX推進の手順

出典：自治体 DX 推進手順書【第 2.0 版】 概要版

6　「関与」「約束」「責任」「参加」などといった意味を持つ言葉。「責任を持って深く関与する・参加する」といった含みを持って使用
されることが多い。

7　サービスを利用する際の利用者の一連の行動に着目し、ユーザ本意の視点でサービス全体を設計する考え方。詳細は 18 ページ。
8　On-the-Job Training の略。実務を通じて、業務に関する知識や技術を計画的に伝えること。
9　Off-the-Job Training の略。実務から離れ、座学や研修、セミナー等を通じて業務に関する知識や技術を身につけること。
10　詳細は 19 ページ。
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年度
令和
1
年度

令和
2
年度

令和
3
年度

令和
4
年度

令和
5
年度

令和
6
年度

令和
7
年度

令和
8
年度

第五次
座間市
総合計画

座間市DX
推進計画

総務省

神奈川県

本計画の期間は、令和５年度から令和８年度までの４年間とします。

また、本計画は可変的戦略とし、社会情勢の変化や国の動向、デジタル技術の進展、各取組の

達成状況を踏まえながら、柔軟に見直すこととします。

基本構想
（令和 5 年度～令和 12 年度）

DX推進計画
（令和 5 年度～令和 8 年度）

自治体DX推進計画
（令和 3 年度～令和 7 年度）

かながわ ICTデータ利活用
推進計画

（令和元年度～令和 4 年度）

個別施策

個別施策

見直し

期間及び見直し方法

実施計画

個別施策

「座間市DX」を全庁横断的かつ戦略的に推進していくために、次のような推進体制を構築します。

DX推進本部、事務局、推進プロジェクトチームの枠組みの中で、デジタル推進課が中心となり、

課をまたいだワーキンググループを形成し、変化や進展が目まぐるしく予測困難な未来に迅速か

つ柔軟に対応できる、シンプルな構造とします。

推進体制
2

座間市DX推進本部

座間市DX推進プロジェクトチーム

デジタル推進課
課長

本部長
（市長）

副本部長
（副市長）

本部員
（部局長）

市民向けグループ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

職員向けグループ

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
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スマートで優しい 
行政サービス

行政手続は、義務的なものや手間
の掛かる手続も多くあります。こ
うした手続について、市民本位の
視点に立ち返り、世代や生活様式
を問わず、ストレスなく十分な行
政サービスが享受できるよう、非
来庁型市役所としての体制を整備
します。また、来庁時の手続にお
ける市民の負担を軽減することを
目指し、行政サービスを再構築し
ます。

働き方、 
人生を変える

行政手続のオンライン化や、市庁
窓口のUXの向上といった行政サー
ビスの品質向上のためには、業務
の効率化が不可欠であるという考
えの下、デジタル技術を活用した
業務改革を推進します。職員がや
りがいをもって自分らしく働ける
という職員本位の視点から、職員
それぞれのライフスタイルや、ラ
イフステージに応じた柔軟な働き
方ができる体制を整備します。

「つなぐ」 
まちづくり

デジタル技術も活用し、地域の課
題解決や新たな価値創造を行うた
めには、市民等と行政の相互の信
頼の下、お互いの特性や能力を発
揮し合いながら共創していく事が
重要です。本計画では、「地域」を
単なる物理的な領域として捉える
のではなく、「多様な価値観が行
き交い、世代を超えて人々がつな
がることができる共生空間」と定
義します。地域を通じて人々が互
いにつながり、豊かな未来を思い
描くことができるまちづくりを目
指し、様々な領域で積極的に支援
します。

基本理念（ミッション）

市役所の使命は、第五次座間市総合計画にて掲げる「ひと・まちが輝き　未来へつなぐ」まち

づくりを実現することです。市民、事業者、行政が相互に関わり合うことで、市役所内の人材だ

けでは対処が難しかった課題を解決し、新しい価値を創造していくことで、ずっと住み続けたい

と思えるまちであるとともに、未来の座間市を担う人材が育つまちづくりを目指します。

目指す姿（ビジョン）
本計画では、市民・職員・地域の三つの分野の目指すべき姿として、次のビジョンを掲げます。

全体方針

3

市民のDX 職員のDX 地域のDX

ひと・まちが輝き　未来へつなぐ

市民の幸せ・職員の幸せ
行政は市民のためにあり、「市民の幸せ」の実
現が行政の責務です。それと同時に、職員がや
りがいをもって自分らしく働けるという「職員の
幸せ」を追求することも忘れてはなりません。
多様化する生活様式に対応するために、「全て
の市民が安心して、自分らしく暮らせるまちづ
くり」を実現するという意識を常に持ち、市民、
職員一人一人の「幸せ」の最大化を目指しましょう。

誰一人取り残さない
行政のDXは、サービスの対象を取捨選択する
ことはできません。
ライフスタイルや世代を問わず、全ての住民
がDXの恩恵を受ける事ができるような共生社会
を目指し、サービスや業務をデザインしていき
ましょう。

行動し、挑戦する
自治体のDXは、まだ始まったばかりです。
先駆的な取組には、試行錯誤や挑戦がつきも
のです。
従来の手法に捉われることなく、積極果敢に
取り組む姿勢を称賛しましょう。

データ・事実に基づく 
意思決定
主観ではなく、客観（データ・事実）に基づき、
判断をしましょう。
「大きな声」や「身近な声」に左右されず、明
確な根拠に基づく政策立案により、効果的に施
策に取り組みましょう。

できない理由ではなく、 
できる理由を考える
先例や答えのない取組には、消極的になっ
てしまうことがあります。しかし、市民本位
の価値を追求するためには、できない理由で
はなく、できる理由を考えて行動することが
不可欠です。市民を行政や制度の都合に合わ
せるのではなく、私たちが変わりましょう。

カタチよりカチ
DXを通じて行うべきは、市民本位の価値
の提供です。従来の形式や、見栄え重視といっ
た「カタチ」に捉われず、「カチ」を評価しましょ
う。

失敗を恐れない
時として、挑戦には失敗が伴います。
しかし、失敗は成功へのプロセスであるこ
とを忘れてはいけません。
失敗から学び、次の行動に活かすことこそ
が重要です。

「目的」と「手段」の明確化
手段が目的化しないよう、常に、今の行動
が何のためにあるかを意識しましょう。
とりわけDXの文脈において、デジタル技
術はあくまでも手段であり、ツールなどの導
入が目的となってしまうことは避けなくては
なりません。

11

33

55

77

22

44

66

88

座間市 DX8 原則（バリュー）
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サービスデザイン思考とは
サービスデザイン思考は、サービスを利用する際の利用者の一連の行動に着目し、サービス全体を設計す

る考え方です。

デザインと聞くと、グラフィックデザイン、プロダクトデザインといった、ものづくりを思い浮かべる人

も多くいらっしゃるかもしれません。もちろん、そのような見た目を整えることも「デザイン」ですが、昨

今では、「キャリアデザイン」、「コミュニケーションデザイン」といったように、見た目以外の領域の言葉

と組み合わせて用いられる場面を目にする機会も増えてきました。

「デザイン」は本来、「下書き」や「計画」といった意味を有しており、その本質として、目的を実現するた

めに、頭を使って考えるといった側面があります。つまり、デザインは「つくること」だけでなく、「計画す

ること」でもあり、何かの課題を解決するための創意工夫であるといえます。

こうした「デザイン」を考案する際に用いるプロセスを、ビジネス上の課題解決のために活用する考え方

を「デザイン思考」と呼び、近年、民間企業を中心に広まりを見せています。そして、その「デザイン思考」

を「サービス」の領域に適用したものが「サービスデザイン思考」であり、サービスの利用者に満足してもら

うことを目的として、徹底的に利用者目線に立ち、サービスの受け手に対する調査から、サービスや業務の

在り方をエンドツーエンド
11

で見直すための基盤となる考え方となっています。

令和 2年 12 月に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」においても、「サービス設計 12 箇条」

として、このサービスデザイン思考を取り入れる具体的な視点が示されており、自治体におけるDXの取組

を成功に導くために重要な考え方の一つとされています。

11　利用者が、ある目的を達成するためにサービスを受ける必要があると考えた時点から、当該サービスを受けたことにより目的を達
成した時点、又はサービスを享受し終わった後の行動までに生じる、利用者の感情を含めた思考や一連の行動全体のこと。

サービス設計 12 箇条と設計コンセプト

７

利用者のニーズ
から出発する

事実を詳細に
把握する

※全体を通して留意

※利用者のニーズを満たすためには、
事実を詳細に押さえること

※詳細に押さえた事実（データ）を基に、
利用者体験のエンドツーエンドを可視化

出典：「サービスデザイン実践ガイドブック」（内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室）より作成
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/guidebook_servicedesign.pdf

※サービスの中身を
検討するときに留意 ※サービス・業務改革をする際に留意

第1条第1条

第3 条第3 条

第2 条第2 条 第5 条第5 条 第6 条第6 条 第8 条第8 条

第9 条第9 条 第10 条第10 条第7 条第7 条

第4 条第4 条 第11 条第11 条 第12 条第12 条

エンドツーエンド
で考える

全ての関係者に
気を配る

一遍にやらず、
一貫してやる

システムではなく、
サービスを作る

サービスは
シンプルにする

利用者の日常
体験に溶け込む

オープンに
サービスを作る 何度も繰り返す

デジタル技術を
徹底的に活用する

自分で
作りすぎない

4
PDCAサイクル、OODAループとは

自治体DXの取組を円滑に推進していくに当たり、「PDCAサイクル」と「OODAループ」の二

つの進め方を使い分けることが重要です。

PDCAサイクルとは、Plan(計画 )・Do(実行 )・Check(評価 )・Act(改善 )を繰り返すことによっ

て、業務を継続的に改善していく手法です。最初に計画があり、その後の「工程が明確になって

いること」を前提として業務改善をする手法と言われています。

一方、OODAループとは、常に変化する社会情勢やデジタル技術等、刻々と変化していく状

況において、Observe(観察 )、Orient(状況判断 )、Decide(意思決定 )、Act (行動 )というプロセ

スを通して、臨機応変な対応を可能とし、最適な判断、行動により業務を改善する手法と言われ

ています。

PDCAは、「まず計画してから行動する」といったプロセスであるのに対して、OODAでは、「状

況を見ながら、まずやってみる」といった違いがあります。

変化の多いDXの取組の過程においては、計画的に実行するためのPDCAサイクルと、現場に

おいて柔軟かつ迅速に判断し、行動するOODAループの二つを、状況に応じて使い分けながら

活用する事が有効とされています。

PDCAサイクル OODAループ

Plan
計画

Do
実行

Check
評価

Act
改善

順を追って
回す

Observe
観察

Orient
状況判断

Decide
意思決定

Act
行動

行動まで
迅速に回す

5
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５ スマートで優しい、誰一人取り残さないデジタル化  ・ ・ ・ ・ 32

　近年、情報技術の急速な発達や、私たちを取り巻
く様々な社会情勢により、市民のライフスタイルの
多様化が進んでいます。
　本市は、デジタル技術を活用することで、市民の
暮らしに寄り添う「スマートで優しい行政サービス」
の実現を目指します。
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非来庁型市役所への挑戦
戦略１

今後、来庁せずに行うことができる手続を更に充実させ、市役所を訪れることなく、

パソコンやスマートフォン上で完結できる、非来庁型の市役所を目指します。オンライ

ン上で行うことができる手続を拡充していくとともに、政府主導で運営されているマイ

ナポータル
13

を利活用することで、より広範囲の申請手続や、相談を受け付けることがで

きる環境を整備し、時間や場所に捉われずに、いつでもどこでも行政サービスを享受で

きるまちを目指します。

13　政府が運営するオンラインサービス。子育てや介護をはじめとする、行政手続の検索やオンライン申請がワンストップ   
でできたり、行政機関からのお知らせを受け取れたりする、自分専用のサイト。

現状と課題
近年、市民のライフスタイルが多様化するにつれて、行政の在り方についても変革が

求められています。

仕事、学業、子育て、介護等で時間がない市民が、いつでもどこでも、ストレスなく

自分に必要な情報や行政サービスを享受できるよう、本市では、市民に広く利用されて

いるSNS
12

であるLINEを基盤とした、行政手続のオンライン化に向けた取組を進めてき

ました。現在、およそ 80 の手続をLINE上で行うことができます。

12　Social Networking Service の略称。情報共有やコミュニティ型の社会的ネットワークを構築するサービスやウェブサ
イトのこと。

取組方針

戦術戦術

手続のオンライン化
本市は、夜間人口と比較して昼間人口が少なく、

仕事や学校など、日中は市外での活動を主として

いる市民が多く暮らしています。こうした市役所

の開庁時間に訪れることが難しい方、高齢者、子

育て世代等の市民が、市役所へ足を運ばなくても

必要な手続ができるよう、行政手続のオンライン

化を推進します。

本市においては、既にLINEを基盤とするオン

ライン手続体制の整備が進められており、令和 4

年 9 月現在、既に 80 を超える手続が、LINE経由

で行えます。

今後は、LINEを中心としたオンライン手続と

ともに、政府主導のマイナポータル上での手続も

拡充することで、暮らしに関する手続の多くが、

オンラインで完結できる環境を整備します。

説明・相談窓口のオンライン化
近年、スマートフォンを始めとするデジタルデ

バイスの普及により、市民のデジタル利用が一般

化しました。

SNSやビデオ通話をはじめとする、リアルタイ

ムにやりとりができるコミュニケーションツール

も発達し、対面による会話とオンライン上での意

思疎通の差が急速に埋まりつつあります。民間企

業においては、サービスに関する案内から申込み

まで、全てオンライン上で完結するケースも少な

くありません。

こうした情勢を踏まえ、本市では、行政が提供

するサービスの説明、手続及び申請に関わる相談

等を、オンラインで受け付けることができる体制

を整備します。

オンラインでのコミュニケーションは、私たち

を物理的な「場所」という制約から解放し、市民

は、どこにいても、それぞれが抱える不安や悩み

に関すること等を、市に相談することができるよ

うになります。

メールやチャットといった非同期のコミュニケー

ションだけでなく、リアルタイムにやりとりがで

きるビデオ通話などの環境も整え、それぞれのニー

ズに合わせた最適な形での案内が可能になるよう、

体制を整備していきます。

プッシュ型の行政サービスの実現
現在、行政サービスの大半は制度を認知、理解

し、手続に必要な書類などを自力で揃えることが

できる方からの「申請」を前提として設計されて

います。

行政の本来の役割に立ち返ると、行政サービス

を必要としている人に、それを的確に提供するこ

とが重要であり、市民からの申請を待つことなく、

必要な情報をしっかりと届ける必要があります。

本市では、必要な情報やサービスが、それぞれ

の状況に応じて「プッシュ型」で提供される仕組

みの構築を検討します。

市民が慣れ親しんだLINEを基盤として、市の

公式アカウントによる情報発信や、AIチャットボッ

ト等による自動応答の導入を進め、行政側からの

アプローチによって、くまなくサービスが提供で

きる環境の構築を目指します。

ライフスタイルの多様化
場所、時間を問わず
行政サービスを受けられる
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住民本位の窓口サービス改革
戦略 2

手続におけるストレスを最小限に抑え、円滑な案内を実現するため、紙で提出する必

要があった申請方法の見直しをはじめ、デジタル技術を活用して窓口サービスを改善し

ます。

また、出産や引越し、お悔やみ等といった、必要な申請が多岐に渡る手続について、

一貫して済ませることができる動線を整備するとともに、一度記載いただいた情報を 2

回以上書く必要がないよう、市役所内での情報連携を強化します。

現状と課題
現在、手続の多くは紙の使用が主となっており、手続によっては長い待ち時間が発生

しています。また、必要な手続が複数の課にまたがる場合に、各課ごとに分かれた申請

書に同じ情報を記載する必要があったりと、市民に負担を掛けることも少なくありませ

んでした。

取組方針

戦術戦術

書かない窓口の実現
本市では、「デジタルファースト

14

」の考え方に

のっとり、各種申請手続のデジタル化を目指します。

本当に必要な場合を除いて紙を用いず、デジタ

ルを前提とする手続の仕組みを整える事で、申請

に掛かる時間の短縮や、複数課にまたがる手続の

手間を軽減します。

また、マイナンバーカードによる本人確認及び

基本情報の取得を通じて、「書かない窓口」の実

現を目指します。

また、行政手続のオンライン化と合わせて、よ

り多くの手続を、自宅や職場、市外から、時間を

問わず行うことができる環境を実現します。

総合窓口体制の整備
総合窓口とは、転入、転出、転居、出生、婚姻、

お悔やみといった、必要な手続が複数課にまたが

る際に、各手続の開始から終了までを一連のサー

ビスとして捉え、スムーズに完了できることを目

的とした窓口体制の一つです。

総合窓口を起点として、市民が迷うことなく必

要な手続を完了できることを目指し、庁内の滞在

時間短縮や、円滑な手続による満足度の向上を図

ります。

各課の情報連携を強化することで、市民の皆さ

んの負担を減らせるよう、窓口での手続体制の向

上に努めます。

14　個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結すること。

マイナンバーカード交付率の向上
マイナンバーカードは、本人確認や電子署名な

どを行うことができる、今後のデジタル社会の基

盤となるものです。

一人でも多くの市民にマイナンバーカードをお

持ちいただけることを目指し、証明書のコンビ

ニ交付や、健康保険証としての使用、LINEやマ

イナポータルでのオンライン手続等、カードを持

つことで得られるメリットの積極的な周知を行い

ます。また、申請手続の効率化を図ることで、市

民がストレスなくカードを発行できる環境を整

備し、マイナンバーカードの普及を促進します。 

予約・事前提出による 
窓口滞在時間の短縮
デジタル化が進むことで、行政手続の多くがよ

り簡単に、効率的になり、オンラインで完結でき

るサービスも増加していくことが期待されていま

す。しかし、現状では、まだ多くの手続において

市役所に直接足を運んでいただく必要があります。

そこで、これらの手続を待ち時間なく円滑に行え

るよう、オンライン予約と必要書類の事前提出を

受け付けるシステムの構築を目指します。

これにより、予約して市役所に来た市民は、待

ち時間なく目的の手続や申請、相談などを行うこ

とができるようになります。また、必要な書類を

事前に提出することで、市役所が事前に目を通し

て準備することができ、対面での案内が円滑に行

えるようになります。

・窓口滞在時間が長い
・複数課にまたがる手続で、
　同じことを書くのが手間

Before After

・窓口滞在時間の短縮
・同じ情報を二回以上
　書く必要がない

ワンストップ

介護

転入
国保

年金
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ライフステージに応じた
暮らしのサポート

戦略 3

結婚、妊娠、出産、子育て、そして介護まで、それぞれのライフステージに応じた適

切な支援を提供できるよう、デジタル技術も活用したサポートの充実を図ります。

保育所、介護施設などの整備や、保育士、介護従事者の確保といった直接的な解決施

策だけではなく、その周辺を取り巻く状況や環境を踏まえ、各部門における需要を見極

めながら、広い視野での総合的な対策を検討します。

また、保健、医療、福祉など、暮らしに関わる様々な分野において、課題を解決する

一つの手段として、デジタル技術を効果的に導入し、市民一人一人が互いに支え合いな

がら、誰もが安心して暮らせる共生社会の実現を目指します。

現状と課題
本市では、市外へ通勤しながら働く世帯も多く、日中に子どもを安心して預けること

ができる施設を求める声も少なくありません。

本市ではこれまで、保育園、児童ホームの運営及び民間幼稚園、保育所の支援のほか、

子育ての手助けが必要な方と支援をしてくれる協力者の方を繋ぐファミリーサポート事

業など、育児と仕事の両立がしやすい環境を整備するための取組を行ってきました。

令和４年４月１日時点では、昨年と比較して待機児童の人数はわずかに減少したもの

の、保育所等の申込件数と実際の利用者数を比較すると、利用を見送った家庭もあり、

その中には、施設が受け入れられる子どもの年齢別の定員が理由で、家庭での育児を選

択せざるを得ないケースも多く見受けられます。

一方、高齢者福祉においては、これまでに、「支え合い、健やかで、安らぎに満ちた

長寿社会を目指して」と掲げ、一人一人が生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮ら

していくことのできる社会を目指して取り組んできました。高齢者が持つ知識や経験を

活かす場・地域団体活動の推進、多様な生活支援サービスの実施や「座間市成年後見利

用促進センター」を設立するなど、幅広い支援のための体制を整備しています。

取組方針

戦術戦術

子育て世代を支える 
デジタル活用

本市では、共働き世帯も多く、育児と仕事

の両立へ向けた環境構築は、重要な行政課題

の一つです。

子育て世代の市民が市役所に行く負担を軽

減するため、オンライン相談窓口や来庁予約

の仕組みを構築するとともに、保育所のデジ

タル環境を整備することで運営の効率化や最

適化を行い、保育士が柔軟に働ける体制を整

え、安心して子どもを預けられる環境づくり

を進めていきます。また、子育てに不安を感

じている方と子育てを終えた方が気軽にコミュ

ニケーションをとることができるプラット

フォームの整備等を検討し、各家庭だけでな

く地域全体で子育てを支え合える環境づくり

を進めていきます。

高齢者福祉のDX

高齢化が進む中、誰もが生涯を通じて、住

み慣れた本市で安心して暮らすことができる

よう、デジタル技術を活用した健康状態の管

理や見守りサービスを強化し、高齢者だけで

なく、その家族も安心して暮らせるまちづく

りを目指します。

また、介護従事者やソーシャルワーカーな

どがより効率的かつ柔軟に働ける体制を整え

るため、文書管理のデジタル化や遠隔コミュ

ニケーションの充実など、デジタル技術を活

用した取組を進めて行きます。

・育児と仕事の両立が大変
・高齢者が増えている一方で、
　それを支える人が減少

・子どもを預けられる環境の整備
・保育士や介護従事者を 
   デジタルでサポート

Before After
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広報紙や市ホームページでの掲載に加えて、LINE、Twitter等、市民の皆さんに馴染

みのあるSNSも活用し、積極的に情報を発信します。各媒体の特性や登録データを基に、

情報を効果的にお届けするとともに、SNSの双方向性や即時性を生かした相互コミュニ

ケーションについても検討を深め、市民の声を聴き、反映する、市民に寄り添った行政

経営を目指します。

現状と課題
本市では、行政の取組や新しいサービス、各種申請の案内をはじめとする様々な情報

発信について、主に広報紙「 広報ざま」や市ホームページを活用してきました。一方で、

スマートフォンの登場によって求められる情報発信の場は変化しつつあります。

今後も情報配信媒体を拡充し、市民の皆さんが知りたい情報を知りたいときに簡単に

アクセスできる環境を構築する必要があります。

取組方針

市民に寄り添う情報発信
戦略 4 戦術戦術

市ホームページの充実

本市は、情報設計やUI・UX、アクセシビ

リティ
15

を重視し、探している情報を見つけ

やすいホームページを目指して令和 5 年 2 月

に市ホームページをリニューアルしました。

市ホームページは、市の取組や新たなサー

ビスなどを伝えるプラットフォームであると

ともに、市民の皆さんをはじめ、本市に興味

を持つ方が、市に関する情報を知りたいとき

に閲覧できる、重要な情報拠点です。

今後も、あらゆる利用者にとって使いやす

く理解しやすいホームページであり続けるこ

とができるよう、コンテンツの拡充や改善を

行っていきます。

SNS活用による情報発信

近年、LINE、Twitter、Instagram等の

SNSの利用が一般化し、暮らしに欠かせな

い情報収集ツールとなっています。

本市では、市民の皆さんに広く情報を伝え

るため、SNSを利用した情報発信の体制を

整備します。

行政サービスに関する案内をはじめ、市の

催し物や、災害時の迅速な状況伝達など、即

時性を生かした情報発信に向けた取組を行い

ます。また、市役所からの一方的な発信だけ

ではなく、SNSの双方向性を生かした相互

コミュニケーションについても検討を深め、

15　情報やサービスの利用しやすさを表す言葉。高齢者や障がい者の方も含め、身体の状態や能力の違いによらず、誰もが同じように
利用できる状態やその度合いのこと。

市民のリアルな声に耳を傾け、施策に反映し

ていく、市民に寄り添ったSNS活用に向け

た環境整備を行います。

市 LINE公式アカウント
市民のデジタル利用が
拡大してきたにも関わらず、
情報発信は紙やホームページ
などの限定的なメディア

Before After

SNSを活用し、
広く周知
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デジタルデバイド
17

対策に積極的に取り組み、デジタル化の流れに対する不安の払拭に

努めるとともに、市全体としてのデジタルリテラシーの向上を図り、誰一人取り残さな

いデジタル化を目指します。

また、徹底的にユーザー目線に立ち、デジタル化一辺倒ではなく、時にはデジタルと

アナログを組み合わせた最適な形を模索し、誰もがデジタルの恩恵を十分に享受できる

仕組みを構築します。

17　インターネットやコンピュータ等のデジタル技術を使える人と使えない人との間に生じる格差。

現状と課題
社会全体のデジタル化を進め、誰もがデジタル化による恩恵を享受できるようにする

ためには、ただ単にデジタル化を進めるだけではなく、デジタルに馴染みが薄い方や、

苦手意識を持つ方であっても、デジタル化の流れに不安を抱かない対策を講じることが

不可欠です。

本市では、市全体のデジタルリテラシー
16

の底上げを目指し、パソコン教室や、地域の

民間事業者等と連携したスマホ教室などを開催してきましたが、いまだにデジタル化に

対する不安の声は少なくありません。

16　デジタル技術を活用するにあたって必要とされる知識や能力のこと。

取組方針

スマートで優しい、
誰一人取り残さないデジタル化

戦略 5

戦術戦術

デジタルデバイド対策

市民一人一人に、不平等無く十分な行政サービスを提供することができる「誰一人取り残さな

いデジタル化」を実現するためには、デジタルデバイドへの対応が不可欠です。

デジタルは、有意義で便利なものであると感じる方がいる一方で、デジタルによって生活が変

革されることに抵抗があったり、生活する上でデジタルの必要性を感じないという声も少なくあ

りません。

本市では、全てをデジタルにシフトするのではなく、あくまでも一つの手段としてデジタルを

取り入れるという考え方のもと、効果的なデジタルツールの導入を目指します。

デジタルが苦手な方や抵抗がある方にデジタルを強制するのではなく、ツールやシステムの取

り入れ方を工夫することで、年齢や障がいの有無、国籍等を問わず、デジタル技術を、誰もが使

いやすい形で提供できる環境を整備します。

また、地域の民間事業者等と協力し、デジタル技術に不慣れな方へのサポートも充実させ、社

会全体の ITに関する知識の底上げを図ります。

デジタルデバイド
の懸念

Before After

・デジタルリテラシーの底上げ
・アナログとの共存による
   効果的なデジタル活用
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　行政手続のオンライン化や、窓口サービスの改革
を実現するためには、庁内で行われている業務の効
率化が不可欠です。
　「働き方、人生を変える」をスローガンに、各種
業務の改善だけではなく、職員がやりがいを持って
自分らしく働ける体制を整備します。
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DXを推進するために、受付、審査、決裁及び書類の保存をはじめとする庁内におけるあらゆ
る仕組みを再構築します。AI

18

やRPA
19

といったデジタル技術を活用した業務の自動化や、徹底的
なBPR

20

による業務内容やフローの根本的な見直しを通じて、時間、人員及び財源を捻出し、市
民の幸せを実現するための「新しい価値」の創出へと注力できるよう、業務の効率化と生産性を

高める改革を推進します。

18　Artificial Intelligence の略称。人が実現するさまざまな知覚や知性を人工的に再現するもの。
19　Robotic Process Automation の略称。業務を、人間に代わりロボットや AI などを活用して代行・代替し、自動化する取組。
20　Business Process Re-engineering の略称。業務プロセスを抜本的に見直し、再構築すること。
21　Business Process Outsourcing の略。アウトソーシング ( 外部委託 ) の一種 で、作業やタスクの一部ではなく、業務プ

ロセス ( たとえば経理業務の全プロセ スや、コールセンター自体の運営など ) を一括して外部の企業に委託すること。

現状と課題
本市では、全庁を挙げたデジタルの活用に向け、全職員一人一台のパソコンの配置をはじめと
するデジタル基盤の整備を進めてきましたが、いまだに、会議の資料、各種申請、決裁などにお
いて、紙を使用する場面が多く存在しています。
印刷に掛かるコストや、製本に掛かる時間、検索の非効率性をはじめ、提出された申請書や資
料をデータとして取り込むための手によるデータ入力作業など、紙媒体であることに起因する業
務も多数あり、職員の負担を増やす一因となっています。
また、決裁業務において、慣例としてハンコによる承認のために書面を印刷せざるを得ない場
合もあり、意思決定のスピードの鈍化も懸念されています。
工夫をすれば印刷する必要がない紙資料の印刷を止めたり、文書の回覧をデジタルで行うとい
った取組で、紙の使用を削減し、デジタルを前提とした業務効率化のための取組を検討する必要

があります。

取組方針

聖域なき DXの推進
戦略 1 戦術戦術

ペーパーレス化に向けた 
押印・署名の見直し
現在の行政サービスでは、押印、署名などが必
要な手続や業務が多く存在します。市民の利便性
向上や職員の業務効率化を図るためには、こうし
た申請書や押印のフローを見直し、ペーパーレス
化を推進する必要があります。本市では、法令や
制度で定められているものを除き、紙の使用を最
小限にとどめるよう努めるとともに、押印や署名
の使用についても段階的に見直します。具体的に
は、電子申請・電子承認システムの導入を検討し、
多くの手続をデジタルで行える環境を整備してい
きます。
また、これまで紙で作成していた会議資料や庁
内回覧などの文書を、デジタルデータを基本とす
る形にシフトし、印刷する紙の量を削減します。

選択と集中によるコア業務への注力
市役所で行われる業務は、市役所職員でなけれ
ばできない「コア業務」と、職員以外でも対応で
きる「ノンコア業務」に大別されます。そのうち、
ノンコア業務の在り方を見直し、職員が、まちづ
くりへの貢献、市民の幸せを実現するための企画
立案、地域との対話などのコア業務に専念できる
環境の構築を目指します。
例えば、AI、RPAなどのデジタル技術の有効活
用により、システムへのデータ入力や確認などの
事務作業に必要な人員を削減するなど、人員や資
金などの資源が限られている中で、行政としてや
るべきことを選択し、集中して効果的に取り組む
ことができる環境を整備していきます。

22　Artificial Intelligent-Optical Character Recognition の略で、印刷された文書や手書きの文書をスキャナ等で読み取り、データとし
て取り込む文字認識技術に、人工知能（AI）を組み合わせて高度化したもの。

23　住民基本台帳。氏名、生年月日、性別、住所などが記載された住民票を編成したもので、住民の方々に関する事務処理の基礎とな
るもの。

24　特定ベンダー ( メーカー ) の独自技術に大きく依存した製品、サービス、システム等を採用した際に、 他ベンダーの提供する同種
の製品、サービス、システム等への乗り換えが困難になる現象のこと。

業務の可視化とBPRの徹底的な遂行
本市では、この計画の策定に先立ち、令和３年
度に業務量調査を実施し、庁内の業務の見える化
を行いました。次のステップとして、この調査を
通じて明らかになった課題や業務構造を見直し、
時代に即したデジタル技術の導入を視野に入れた
BPRに取り組みます。

AI-OCR
22

やRPAなどのデジタルツールの導入
や、業務フローの抜本的な見直しなど、職員本位
の視点から業務の再構築を図ります。
より効率的な業務遂行に加え、全職員がやりが
いと主体性を持って柔軟に働ける、新しい働き方
の実現を目指します。

住基・税など 
20 業務システムの標準化
令和７年度までに、住基

23

や税をはじめとする基
幹系 20 業務システムについて、国が策定する標
準仕様に準拠したシステムへと移行します。
システムの標準化は、手続の簡素化・迅速化だ
けでなく、各自治体の特殊性や地域性に起因する
差異を吸収することで、自治体間の情報共有や連
携を容易にし、効率的かつ効果的な企画、設計、
実行が可能となります。
また、運用コストの削減や、ベンダーロックイ
ン
24

を解消し、柔軟にシステムを選択できるよう
になることが期待されています。
本市においても、国の動向を注視しながら、シ

ステムの標準化に取り組んでいきます。
Before After

・ペーパーレス
・選択と集中（BPO21など）
・BPRの実行

・紙使用が多い
・ハンコ文化による非生産性
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時間や場所に捉われず柔軟な働き方を実現する、テレワークの環境整備と、積極的な活用を目
指します。在宅勤務、モバイルワーク及びサテライトワーク

26

という三つの分類から、業務内容
に応じて最適な形を検討し、職員それぞれの状況に合わせて多様な働き方を選択できる体制を整
えます。育児や介護で家を離れることが難しい方や、障がいなどで移動の制約がある方の活躍機
会を拡充し、それぞれの人生に新しい選択肢を提供することで、貴重な人材の流出の抑制と、優
秀な人材の流入促進を図ります。
また、BCP（事業継続性）対策の強化として、災害等により庁舎の機能が制限されてしまう事
態においても、行政サービスを止めることなく運営ができる災害に強い市役所の実現を目指します。

26　本拠点から離れた場所に設置されたオフィスから勤務する働き方。

現状と課題
近年、育児や介護等、各人の置かれた状況に応じて、仕事と家庭生活の両立が実現できるよう、
働き方を選択できる職場環境の整備が求められており、その代表的な取組として、テレワークの
推進が提唱されています。
このような状況を受け、本市では、市庁舎外での業務を想定した情報端末や通信環境の整備を
進めるほか、一定期間遠隔地で執務する試験を行うなど、テレワークの実現と浸透を目指した取
組を進めてきました。
こうした取組を通じ、遠隔でのコミュニケーション、紙とハンコによる決裁の改善、業務遂行
に必要なデータのクラウド化

25

といった課題について多角的な対策を検討し、オンラインを前提

としたインフラを整備する必要があります。

25　従来は手元のコンピュータに導入して利用していたようなソフトウェアやデータ、あるいはそれらを 提供するための
技術基盤 ( サーバ等 ) を、インターネット等のネットワークを通じて必要に応じて利用者に提供すること。

取組方針

テレワークの推進
戦略 2 戦術戦術

テレワーク環境の整備と意識改革

本市は、時間や場所に捉われない柔軟な働き方を可能にするテレワーク環境の整備に取り組み

ます。

具体的には、電子決裁の導入による意思決定プロセスのオンライン化、遠隔地からのデータア

クセスや編集を可能にするクラウド化、ビデオ通話やチャットツールなどの同期・非同期のコミュ

ニケーションツールの導入など、市役所以外の場所でも仕事ができるオンラインを前提とした基

盤を整備していきます。

また、このテレワークという新しい働き方を定着させるために、テレワークの意義や目的につ

いて周知し、テレワークを行いやすい職場風土を醸成し、より柔軟で効率的な働き方の実現を目

指します。

働き方の改革

職員のライフスタイルも多様化する中で、来庁しなくても、働く事ができるように。
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庁内のデジタル化を進めるとともに、全職員の情報セキュリティやデジタル技術に関

する知識及び能力の獲得に向けた取組を行い、職員それぞれがデジタルの特性や、セキ

ュリティ上のリスクを正しく理解することで、適切にデジタル技術を活用できる基盤を

構築します。

また、DXに係る心構えの醸成や、AI、RPAといった、より高度な IT技能の獲得を目

指した研修等の実施を通じて、継続的かつ自立的なBPRを行う組織文化の形成を図ります。

現状と課題
本市では、DXの本格的な推進に先駆け、職員それぞれが主体性を持った行政経営を

実行できることを目指し、職位ごとに求められる知識、考え方の獲得及びデジタルとそ

の周辺を取り巻く関連知識の底上げのための研修を実施してきました。

めまぐるしく変化する社会情勢に対応し、市民にとって価値のあるサービスを提供し

続けるためには、継続的なBPRを実施していく事が重要であり、AIやRPAといった、

より高度なデジタル技術についての知識の習得が不可欠です。

また、デジタルの利活用におけるセキュリティ上のリスクを正しく理解し、適切な対

処方法を知ることで、安全、安心にデジタル技術を活用するための基盤を築いていく必

要があります。

取組方針

職員のデジタルリテラシーの
向上

戦略 3

戦術戦術

研修の実施による 
デジタルの理解・活用力の向上

庁内のデジタル化を推進するためには、デ

ジタルデータやツールを安全に取り扱うため

の知識の習得が欠かせません。

本市では、デジタル技術や情報セキュリティ

に関する知識や能力を向上させるため、職員

研修プログラムの充実化を図ります。

また、職員自身が業務プロセスの見直しを

継続できるよう、より高度なデジタル知識を

習得する機会を提供し、デジタル技術を活用

した課題解決に向けた土壌を整えていきます。

27　個人番号利用事務系、LGWAN 接続系、インターネッ ト接続系の各システム・ネットワークを分離して、 相互に接続・通信ができ
ないようにするセキュリティ対策。

セキュリティ対策の見直し

DXを推進する上では、システムの利便性

を追求するだけでなく、セキュリティの確保

も不可欠です。

本市では、情報の改ざん、漏えい及び不正

利用等様々なリスクからデータを守るため、

情報セキュリティポリシーを適宜見直し、セ

キュリティ対策を実施しています。

その上で、基本的な「三層の対策
27

」を維持

しつつ、より効率的で利便性の高い新たなネッ

トワーク構成やデジタル技術の導入を検討し

ていきます。

また、人為的なセキュリティ事故を防止す

るため、セキュリティ研修等を実施し、職員

の情報セキュリティ意識とリテラシーの向上

に努めます。

令和４年に実施された
座間市 DX推進支援研修の様子

全職員がデジタルとセキュリティの知識・能力を身に着ける

デジタル技術活用のために ...
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民間の事業者やフリーランスといった市職員以外の人材とともに、市単独では解決で

きなかった社会課題の解決や、市民の幸せを実現できる新しい形の市役所を目指します。

市が所有しているデータを積極的に公開するオープンデータ
29

の取組をはじめ、庁外人

材の受け入れ体制の整備により、庁内に「官民共創」の文化を醸成し、行政及び民間の

それぞれが得意とする領域の理解を深めることで、適材適所の配置による、より高度な

施策を実行します。また、外部からの知見を取り入れることが市職員の成長の一助とな

ることで、市全体の総合力の向上を図ります。

29　国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、誰もが容易に利用 ( 加工、編集、再配布等 ) できるよう、
機械判読に適した形式で、二次利用可能なルールに基づき公開されたデータのこと。

官と民が手を取り合う、新しい価値創造のパートナーシップ

現状と課題
DXの取組を推進していくためには、行政の力だけではなく、民間企業やフリーラン

スの人材を巻き込み「官民共創
28

」の意識の下、施策を検討していくことが重要です。

行政と民間が手を取り合い、複雑化を極める社会課題を一緒に乗り越えていくという

心構え及び基本的な考え方の獲得が不可欠であり、その上で、双方が活動しやすいコミ

ュニケーション環境の整備や、情報連携の強化を行っていく必要があります。

28　行政（官）と民間企業（民）が互いの強みを生かし協働することで、市民のための新しい価値を創造していく考え方。

取組方針

官民共創の文化醸成
戦略 4 戦術戦術

官民共創の 
マインドセットの獲得

庁内の人材だけでは解決が難しい課題に対

して、民間の事業者やフリーランスの方々と

いった専門人材との共同による、高度な課題

解決を目指した官民共創文化の醸成を図りま

す。

従来の受注、発注による官民連携ではなく、

官と民が同じ方向を向いて、お互いの得意分

野を生かして協力することによって、新たな

価値の創出と、複雑な社会課題解決をしてい

くという官民共創のマインドセットの獲得を

目指します。

また、外部人材との連携に当たっては、デ

ジタルデータでのコミュニケーションが基本

となるため、コミュニケーションツールを始

めとするオンライン上での業務基盤を整備し

ます。

30　市民や企業が、オープンデータ等のリソースやテクノロジーを使い、社会や地域の課題解決を行う活動のこと。

オープンデータの利活用促進

本市では、オープンデータの利活用を促進

します。

市が保有するデータをオープンデータとし

て公開することで、民間サービスやシビック

テック
30

といった市役所職員以外による地域

課題への積極的な支援を行います。また、公

開するデータの範囲を広げ、より多くの用途

に活用できるようにしていくことで、市民や

事業者による主体的な課題解決に向けた活動

を推奨します。

自
治
体

民
間
企
業

官民共創とは ...
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本市は、客観的なデータを根拠とし、効果的な政策を決定し実行していく、EBPM
32

の

実践に取り組みます。

市が保有している統計データ、民間が保有しているビッグデータ等を部門横断的に活

用することで、主観や体感によらない、合理的な根拠に基づく、的確で効果的な政策及

び施策を立案します。

また、職員の分析スキルの向上や、情報整理のためのツールの導入といった分析基盤

を整え、効率良くデータが処理できる体制を構築します。

32　Evidence-Based Policy Making の略称。統計や業務データなどの客観的な証拠に基づく政策立案のこと。

現状と課題
近年、ビッグデータ

31

やAIといったデジタル技術の一般化に伴い、人手では処理でき

ない膨大なデータから精度の高い分析を行い、科学的な根拠に基づく判断ができる環境

が急速に整ってきました。

限りある人的リソースや財源を最大限有効活用して、透明性と信頼性の高い効果的な

施策を実施するためには、明確な根拠に基づき、政策及び施策の根拠を分かりやすく示

す必要があります。

31　一般的なコンピューターで処理することが困難な、巨大で複雑なデータ群のこと。

取組方針

データに基づく
合理的な政策立案

戦略 5

戦術戦術

DMP 
(Data Management Platform)
の構築による分析環境の整備

DMP(Data Management Platform) は、

様々なデータを管理・分析し、施策や業務を

効率化するためのツールです。

自治体においては、施策立案やシティプロ

モーションにおける意思決定の材料として、

注目を集めており、国や自治体が所有してい

るデータだけではなく、民間事業者などが保

有するデータ等のあらゆるデータを集約し結

びつけることで、より高度な分析が可能とな

ります。

また、集約したデータは検索性が高いだけ

でなく、データ同士が繋がることによって、

今まで見えてこなかった新しい課題の発見な

どが期待できます。

本市は、感覚によらない客観的な根拠とし

て、DMPを基盤とした幅広いデータの活用

を目指します。

EBPMの実現

本市は、全ての市民の住みやすさと生活の

質を継続的に向上させるために、明確な根拠

に基づく政策立案（EBPM）に取り組みます。

地域の交通量、施設の利用者数、市民から

直接寄せられる声といった市が保有する行政

情報だけでなく、民間から提供されるビッグ

データなど、EBPMで活用できる情報は多岐

にわたります。こうしたデータの分析を通し

て、課題の発見と対策の検討を行い、合理的

かつ的確な政策立案を図ります。また、その

結果を蓄積するというサイクルにより、継続

的なまちの発展に努めます。

ストーリー等、
曖昧で偏りがちな政策立案

客観的に
合理性を持った
政策及び施策立案
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サービスデザイン思考に基づき、単なる既存サービスの改善ではなく、サービスを利

用しようとした背景や、利用するに至るまでの過程、そして利用後までの一連の流れを、

利用者目線で再デザインします。

市民にとっての利便性を追求するだけでなく、サービスを提供する過程で発生する事

務や日常業務を見直すなど、職員一人一人が主体性を持ち、サービス品質の向上に取り

組む風土を醸成します。

現状と課題
市民のライフスタイルの多様化に伴い、行政が担う役割も高度化・複雑化する中で、

庁内の複数の課が共同で行う施策も増加してきました。

こうした事業を効率的かつ効果的に遂行し、生み出す価値を最大化するためには、課

同士の連携、さらには国や県との繋がりを強化することが不可欠であり、行政の在り方

を見直すとともに、コミュニケーションツールを導入するなどの対策を行う必要があり

ます。

取組方針

利用者中心の行政サービス改革
戦略 6 戦術戦術

サービスデザイン思考の実践

サービスデザイン思考は、現在のサービスの課題をデザイン思考で解決していこうという考え

方です。

従来、行政サービスは提供する側の視点で設計される傾向がありました。今後は、住民の本質

的なニーズを踏まえ、市民目線で再デザインすることで、サービス体験の向上を目指します。

本市は、職員一人一人が主体性を持ち、市民本位でサービスを再デザインすることができる市

を目指し、サービスデザイン思考の獲得と、それを実践できる風土の醸成に取り組みます。決め

られた仕事を正確にこなす従来の行政運営から、ビジョンや目的を達成するために様々な技術を

活用して価値を生み出す行政経営へシフトします。

Point
市民本位のサービスデザイン

サービスデザインの方法論
ダブルダイヤモンド

現状調査に基づく
事実から

課題を発見する

発見された課題
から対策を検討する
課題を絞り込む

絞り込んだ
課題に対する
解決策の検討

検討した解決策
を絞り込み、

サービスとして提供

時間

発散

発見 定義 開発 供給

収束

出典：「サービスデザイン実践ガイドブック」（内閣官房 情報通信技術（IT）総合戦略室）より作成
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/dp2021_01.pdf
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第 5 章

地域の DX

１ 市内産業の発展支援  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 50

２ 官民共創の拠点づくり  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 52

３ 移動制約ゼロのまちの実現  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 54

４ シティプロモーションによる交流人口の拡大  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 56

５ 危機に備える「座間デジタル防災」  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 58

６ デジタルで考える地球にやさしい環境活動  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 60

　本市では「『つなぐ』まちづくり」を掲げ、デジタ
ルを通じて、市民、団体、企業及び行政のつながり
を強化することで、地域の産業の発展やにぎわいの
創出を図るとともに、防災や環境問題に対する新し
いアプローチで、安心して暮らせるまちづくりを目
指します。
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少子高齢化などの社会問題の中、産業の担い手が減少していく状況において、デジタ

ル及びデータの活用を促し、事業の効率化による、市内事業者の経営力の向上を図り、

新たな雇用を創出するとともに、活発な経済活動を促進します。

同時に、産業のDXを担う企業及び人材育成のための啓発活動を行うことで、デジタ

ルの有効活用による市内の産業の総合力の強化を目指します。

現状と課題
本市の人口は今後減少に転じると推計されており、市内の諸産業における担い手や後

継者不足の深刻化が懸念されています。

経験や専門的な知識を要する業種も多く、人手の確保だけでなく、蓄積したノウハウ

を次代に継承する事ができる環境を整備し、地域産業の持続的な発展を支援していくこ

とが重要であると考えています。

市内の産業の動向を注視し、業種や事業のフェーズに合わせたサポートが提供できる

体制を整備する必要があります。

取組方針

市内産業の発展支援
戦略 1 戦術戦術

スマート農業の実現

少子高齢化の進展に伴い、農業従事者の急

速な減少や、後継者不足が深刻化しています。

本市では、農業分野におけるデジタル技術

を活用した効率的な経営と、担い手を確保し

育成するための仕組みづくりを検討します。

ドローンによる農薬散布や、AI、センサー

及び気象データによる作物管理など、少ない

人員で効率的な農作業を目指すとともに、デ

ジタル技術を活用した新しい農業の実現を支

援します。

また、それぞれが蓄積したノウハウを共有

できる次世代ネットワークや、次代に後継す

る事ができる環境の整備を通じて、農業を未

来につなぎ、持続的に発展していくための支

援を行います。

33　現金を使わずに支払いを行うもの。主に、クレジットカード、デビットカー ド、電子マネーや QR コードを使用する決済。

地域の事業支援

地域企業のデジタル化を支援し、市民にとっ

てより便利なまちづくりを目指します。創業

支援や各種設備の導入に加え、関係団体等と

協力し、デジタルツール活用の促進について

検討します。デジタル技術が地域産業に浸透

することで、異業種間の連携強化を図り、行

政サービスが効果的に活用できる環境整備を

目指します。

キャッシュレス決済の 
浸透による経済循環

本市では、地域経済の活性化や市場ニーズ

の動向を踏まえ、キャッシュレス決済
33

の導

入に取り組む事業者を応援します。

経済産業省の調査によると、キャッシュレ

ス決済の比率は平成 22 年以降右肩上がりで

推移しており、令和 3 年時点では 32.5%※

の取引においてキャッシュレス決済が用いら

れています。今後この流れは更に加速するこ

とが予想され、市民の大半が、キャッシュレ

ス決済を使用することになると考えられてい

ます。

キャッシュレス決済の浸透を通して地域経

済の活性化を図り、まち全体のにぎわいの向

上を目指します。

人手不足
デジタルも使った効率化、
ノウハウ継承を支援

※出典：経済産業省ニュース「2021 年のキャッシュレス決済比率を算出しました」より引用
https://www.meti.go.jp/press/2022/06/20220601002/20220601002.html
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市役所の外に、市職員及び民間企業やフリーランスで活躍する個人が利用可能な共創

拠点を設置し、行政と市内外の高度な専門知識を持つ人材の上質な交流を促進します。

既成概念に捉われずに、様々な外部人材を巻き込み、地域に関わる全員で魅力のあるま

ちをつくっていく、新たな社会の実現を目指します。

サテライトオフィスからオンラインのデジタル拠点まで、様々な形態の中から最適な

形を検討し、本市に合った共創拠点の整備を目指します。

現状と課題
これから先の未来において、より快適に暮らすことができるまちを実現するためには、

官と民が協力し、それぞれが得意とする知識を掛け合わせることで、課題の解決ととも

に新しい価値を生み出して行く「官民共創」が不可欠です。

市が主導となり、行政と市内外の民間企業やフリーランスとして活躍している高度専

門人材による活発で建設的な議論と、発展的な施策遂行を推し進めることができる基盤

を構築する必要があります。

取組方針

官民共創の拠点づくり
戦略 2 戦術

官と民が交わる空間の整備

DX推進の重要な要素である官民共創を実

現するためには、市職員と民間事業者が交流

できる場が必要です。

本市では、行政と市内外の民間企業や個人

の交流を誘発する共創拠点設立の検討と、そ

の実現に向けた環境整備を行います。既成概

念に捉われず、官と民が手を取り合うことで

新たな価値を生み出し、人々がより豊かに暮

らせる社会を目指します。

34　自分たちが暮らすまちに対する市民の誇りを意味する言葉。特に「地域をより良い場所にするために、市民自らが当事者意識を伴っ
てまちづくりに参画する」という機運を指す。

シビックテックによる 
イノベーションの奨励

シビックテックとは、市民がテクノロジー

を使って自治体のサービスを向上させたり、

地域社会の問題を解決したりする動きを指し

ます。

シビックテックは、市民のニーズが多様化

する現代において、市民自身が主体的に地域

社会の改善に積極的な役割を果たすことを可

能にし、不確実性を帯びた未来に対応し得る

アプローチとして重要視されています。

本市では、こうした市民による市民のため

のイノベーションを奨励するとともに、この

ような取組を通して、自らの手でまちを良く

していくことに喜びを感じる、シビックプラ

イド
34

の醸成に努めます。

戦術

Point

官と民が集まれる場所をつくる
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地域の交通機関の連携の強化と輸送率の向上を図り、市民が必要な時に必要な場所へ、

スムーズに移動することができる交通ネットワークの形成を目指します。

コミュニティバスの現在地情報の発信等を通じてシームレスな移動を促進し、交通機

関全体の利用の最適化を目指します。市民一人一人が、目的に合わせて交通手段を選択

できる、移動に不自由のないまちの実現に努めます。

現状と課題
近年、自家用車を持たない選択をする方の増加や、高齢者の運転免許証の返納率の向

上に伴い、公共交通機関のニーズは年々高まっており、更なる利便性の向上を図る必要

があります。

本市では、公共交通網の補完と市民の日常の交通手段の確保を目的に、コミュニティ

バスを運行してきました。コミュニティバスは、全５コースを巡回しており、地域の交

通ネットワークの一部を担っています。

しかしながら、コースや時間帯によって利用者数にはばらつきがあること等から、よ

り効率的な運行方法を検討していく必要があると考えています。

取組方針

移動制約ゼロのまちの実現

コミュニティバス（ザマフレンド号）

戦略 3 戦術戦術

持続可能な公共交通網の構築

市民の移動を一つの「サービス」として捉え、さまざまなテクノロジーを掛け合わせることで、

持続可能な交通網の構築を目指します。

コミュニティバスの利用及び運行データを収集、分析し、より効率的な運行方法を検討するほか、

各種交通機関の連携をデジタルにより強化し、移動の必要性が生じたタイミングから目的地への

到着まで、それぞれのニーズに応じた交通手段を柔軟に選択できるまちづくりを目指します。

まち中を走るさまざまな交通機関をデジタルでつなぐことで、交通ネットワークの最適化を図り、

市民の日常に寄り添うモビリティ・マネジメント
35

の実践を目指します。

35　ひとり一人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（例えば、過度な自動車利用から公共交通・自転車等を
適切に利用する方向）に自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通政策。

自転車 バス

カーシェア

タクシー 鉄道

Point

移動を便利に。
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歴史や伝統のある「大凧まつり」や、夏の風物詩となった「ひまわりまつり」といった

観光資源をはじめ、地域の芸術祭等のイベントのプロモーションを行い、本市を訪れる

交流人口の拡大に努めます。

また、市の魅力や取組に関する情報を積極的に発信することで、市民や本市に興味を

持つ方々に居心地の良いまちであることをアピールし、地域の活気とにぎわいの創出を

目指します。

現状と課題
今後推計されている人口減少の影響を受け、市税の減少による財政規模の縮小と、そ

れに伴う地域の活気の衰退が懸念されています。

多くの人に選ばれ、にぎわいのある豊かなまちを実現するためには、対外的な市の認

知度の向上と、市の魅力をアピールするとともに、市民の郷土愛を醸成し、定住を促進

することが不可欠です。

取組方針

シティプロモーションによる
交流人口の拡大

戦略 4

戦術戦術

市ホームページ・SNSによる 
地域イベントの積極的な告知

ひまわりまつりや大凧まつりといった貴重

な観光資源を生かし、本市に興味を持つ人口

の増加に向けて取り組みます。

また、地域で催される文化祭などの情報を

市内外に広く発信し、活気に溢れたまちであ

ることをアピールすることで、地域のにぎわ

い創出を目指します。

オンラインでのイベント開催

地域で開催される芸術祭、文化祭をはじめ

とするイベント等の、オンライン開催を目指

します。

イベント全てをオンラインにシフトするの

ではなく、現地でのオフラインの実施に主軸

を置きつつ、オンライン配信も行うというハ

イブリッド形式を採用するなど、多くの市民

が楽しんでいただけるような企画や体制の整

備を進めます。

オンライン配信をすることで、場所や時間

の制約から解放され、会場まで足を運べない

高齢者や障がい者などの遠方からの参加も可

能になります。

本市に居住する方はもちろん、そうでない

方にも、イベントを通じて座間市の魅力を知っ

ていただけるような機会づくりに努めていき

ます。

Point

座間市の魅力
・ひまわりまつり
・大凧まつり
・その他地域文化祭　など
を積極的に発信して、魅力をアピール
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デジタルを活用した、防災・減災の取組を通じて、市民が安心して暮らせる「座間デ

ジタル防災」を推進します。

AIによる災害予測及び分析、災害の予兆及び発災の検知、SNSのリアルタイム性、

双方向性を生かした発災時のコミュニケーション体制の整備といったあらゆる視点にお

いて、デジタルを効果的に活用した先進的な防災・減災対策に取り組みます。

また、防災情報の定期的な配信や、シェイクアウト訓練の認知度の更なる向上にも継

続的に取り組み、市民が高い防災意識を持ち続けることができる風土の形成を目指します。

現状と課題
本市では、大規模な地震の発生に際して、命を守る行動が自然にできるよう、「シェ

イクアウト訓練」を行ってきました。令和４年１月の開催時には、52,366 人（市内の昼

間人口の約半分）の参加登録があり、その認知度は年々増加しています。また、支援物

資の備蓄状況の綿密な把握にも着手しており、災害発生に備えた取組を着実に進めてき

ました。

今後、より安全・安心に暮らせるまちづくりに向けて、デジタル技術の導入・活用を

進めることで、更なる防災・減災力の強化を図る必要があります。

取組方針

危機に備える
「座間デジタル防災」

戦略 5

戦術戦術

高い防災意識の醸成

本市では、小・中学校をはじめとする避難

所 28 拠点で、災害時の支援物資の備えがあ

ります。

倉庫にある備品の情報を、データによって

綿密に把握することで、発災時に迅速かつ的

確に物資の提供ができるよう、整備します。

また、地震の発生を想定して、命を守る行

動が自然にできるよう、シェイクアウト訓練

を行ってきました。

これらの訓練内容を、LINEをはじめとす

るSNSにて定期的にお知らせすることで、

日頃から防災意識を高く持ち、いざという時

に冷静に行動できるよう市民に働き掛けてい

きます。

災害の可能性を事前に検知

AIを活用した洪水・浸水検知システムなど

のデジタルツールの導入を検討します。災害

の予兆をいち早く察知し、事前に避難や備え

の対策ができることで、多くの市民の安全を

確保し、被害の拡大を防ぐことが可能となり

ます。本市は、市民が安全・安心に暮らせる

まちづくりを目指します。

発災時の迅速かつ的確な 
情報収集・発信

災害が発生した際の被害を最小限に抑える

ためには、自治体の初動対応が重要です。

市内の被害状況の素早い把握と、それに基

づく的確な判断、そしてその情報を迅速に市

民に発信できるよう、デジタル技術を活用し

た災害対策基盤を構築します。

SNSを活用した情報収集や、通報の仕組み

づくりを通じて、刻一刻と変化する状況を可

能な限り的確に把握するとともに、被害状況

や避難指示といった重要な情報の迅速な発信

に努めます。

市 LINE公式アカウントから利用可能な
デジタル防災訓練

シェイクアウト訓練に
力を入れてきた
= 防災意識の高い市

デジタル導入で、
防災・減災を更に強化
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本市の、かけがえのない自然を守り、後世に受け継いでいくために、サーキュラーエ

コノミーの強化と、カーボンニュートラル
38

を目指した取組を推進します。

データの収集やモニタリングといった情報処理を得意とするデジタルを活用し、それ

らのデータに基づく諸般施策の最適化を図ることで、環境負荷を低減し、地球にやさし

いまちの実現を目指します。

38　二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量と吸収量・除去量を均衡させること。

現状と課題
昨今、SDGs

36

に代表される、サステイナブル（持続可能）な社会を目指す取組が広く

認知されはじめ、特に環境に対する関心が日ごとに高まりを見せています。

本市においても、民間企業と連携したサーキュラーエコノミー
37

推進、2050 年までに

二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指した「座間市ゼロカーボンシティ宣言」を行うなど、

環境保全と、自然との共生を意識し、取り組んできました。

さらに、これから先の未来においても、市民が安全に、安心して暮らせる社会を築い

ていくためには、猛暑や豪雨といった異常気象を引き起こす一因と言われている地球温

暖化の進行を防ぐことが不可欠であり、私たち一人一人が当事者として危機意識を持ち、

環境に配慮した行動を実践していく機運を高めていくことが重要です。

36　Sustainable Development Goals の略。貧困や飢餓、気候変動など様々な分野にわたって設定された 17 の目標です。
37　従来の Reduce（リデュース）・Reuse（リユース）・Recycle（リサイクル）の取り組みに加え、資源投入量・消費量を

抑えつつ、ストックを有効活用しながら、付加価値を生み出す経済活動

取組方針

デジタルで考える
地球にやさしい環境活動

戦略 6

戦術戦術

サーキュラーエコノミーの実践

サーキュラーエコノミー（循環型経済）は、

経済活動において、廃棄物の削減と再利用を

通して資源を循環させる、従来の大量生産、

大量消費及び大量廃棄を前提とした経済シス

テムに代わる新しい経済システムです。

本市では、民間事業者と連携して、ごみ収

集のスマート化やフードサイクルプロジェク

トといった、家庭で排出される廃棄物の回収

及び再利用する取組を行っており、こうした

取組は海外でも評価されるなど、着実にサー

キュラーエコノミーの実践に取り組んできま

した。

デジタルの「つなぐ」力を生かし、これま

で廃棄されてしまっていた資源の効率的な収

集や廃棄物を可能な限り発生させない新しい

製造方法の確立を支援することで、経済活動

における資源の有効活用と環境負荷の低減を

目指します。

カーボンニュートラルの実現

近年、カーボンニュートラルと呼ばれる、

CO2 をはじめとする温室効果ガスの排出量

を全体としてゼロにする、脱炭素社会の実現

に向けた取組が世界的に本格化してきました。

本市においても、令和４年に「座間市ゼロ

カーボンシティ宣言」を表明し、市における

重要な取組の一つとして、脱炭素社会の実現

を目指しています。

カーボンニュートラルの実現には、デジタ

ル技術の活用が不可欠です。前項で取り上 

げたサーキュラーエコノミーによる資源の有 

効活用やエネルギー利用の最適化のほか、ペー 

パーレス化による紙使用の削減、交通ネット

ワークの最適化、 さらにテレワークの浸透に

よる移動に係る燃料エネルギー使用の低減等、

DXの取組が直接的、または間接的に温室効

果ガスの排出量を減少させる側面を持ってい

ます。

本市では、DXの取組を通じて、かけがえ

のない自然を後世に受け継ぐまちづくりを推

進します。

Point

・二酸化炭素を減らす
・大量生産から循環型経済にシフト
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おわりに

デジタルという「技術」起点ではなく、「人」を中心に

考えたデジタル化で、あらゆる人がより豊かに暮らせる

まちづくりを目指します。

本市に暮らす皆さんが、座間市民であることに誇り

を持ち、住んでいて良かったと思えるまちの実現に向

けて、ともに歩んでいきましょう。

デジタル技術は、もはや私たちの生活の一部となって

います。

スマートフォンで家族や友人と連絡を取り合ったり、

パソコンで仕事や調べものをしたり、まちでの買い物に

おいても私たちの目に見えないところで様々な情報端末

同士が連携し、私たちの暮らしを支えています。

このように、特別意識する事なく日常に馴染むように

デジタル技術を取り入れた、誰一人取り残さない、優し

い行政サービスを実現することこそ、本市が目指すDX

の形です。

おわりに
“
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